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改革改善
の考え方

①問題
点

事業の実施が、より効果的に地域の活性化に結びつくよう支援を行う必要がある。

②改革
提案

地区内住民交流のための設備や伝統芸能用具の整備を支援することで、若者定住促進及びコミュニティの活性化に
繋がっているため、今後も継続する。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

地区内住民交流のための伝統芸能用具の整備を支援することができ、若者定住促進及びコミュニティの活性化に繋がった。

総事業費①+② 8,215 14,400 14,915 7,500

200 200

臨時職員所要時間

一般財源

人件費計（千円）② 715 715

正規職員所要時間

起債

その他 7,500 14,400 14,200 7,500

県支出金

事業費計（千円）① 7,500 14,400 14,200 7,500 （そ）諸収入

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

地区内住民交流のための伝統芸能用具・設備等の整備
　
　（１）本町三丁目自治会（蓬莱大鳥毛）
　（２）立石区（太鼓、三味線、笛、獅子頭、獅子屋台ほか）
　（３）下山区自治会(親獅子用屋台、若獅子用屋台）
　（４）丹保まちづくり委員会（獅子頭、幌、たっつけ）
　（５）越久保区（椅子、机、音響設備一式）
　（６）丸山まちづくり委員会（太鼓、立台、万能台）

コミュニティ活性化のための設備等
整備に対する助成
（１）補助金額
（２）補助金額
（３）補助金額
（４）補助金額
（５）補助金額
（６）補助金額

６件

（１）　　　　　2,500千円
（２）　　　　　2,400千円
（３）　　　　　2,500千円
（４）　　　　　2,500千円
（５）　　　　　1,800千円
（６）　　　　　2,500千円

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

・自治会･町内会を中心に住民が自主的に行う下記のコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感に基づく自治意識を盛り上げるため
に施設又は設備の整備を支援する。
・支援に当たっては、（財）自治総合センターのコミュニティ助成事業実施要綱に基づき、経費の一部を補助する。

成果
指標

助成を受けた団体（H１～）の割合（％） 20.9 21.9 23.2 24.2

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

地域活動に参加している住民の割合(％)

対象団体数 297

意図（どういう状態
にするか）

コミュニティ行事のための用具設備を整備する
目
的

対象（誰・何を）
まちづくり委員会
単位自治会

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 72 自立に向けた住民組織力の向上
基本計画上
の位置づけ

政策 7 自立・連携した地域づくり

H27担当課等名 ムトスまちづくり推進課 H27係等名 自治振興担当 H26係等名 自治振興担当

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 S53 終了
事務事業名 コミュニティ助成事業（宝くじ）

会計 一般会計
14 2

事業種別 政策

7 施策№ 72 事業№


